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目標の設定及び達成に向けた考え方について（区作成）
【生野区】（受託者等：コリアジャパンセンター・大阪NPOセンター・関西国際交流団体協議会　共同体）

自律的運営に向けた地域活動協議会の取組（イメー
ジ）」の第２ステージ全項目達成

【現在の状況】
地活協を横断した取組み、会計事務や
広報等に関しては、現時点で概ね達成
しており、その他の項目についても徐々
にではあるが達成できている地活協が
増えてきている。

多様な活動主体が課題やニーズに応じて中間支援
組織から支援を受けていると感じている活動主体の割
合　80％以上

【現在の状況】
感じる・ある程度感じるの割合：
75.9％
（平成29年度・地活協へのアンケート結
果）

校区等地域を越えたまちづくりに関する活動が、地域
活動協議会をはじめ地域団体や市民、ＮＰＯ、企業な
ど様々な活動主体の連携・協働により進められている
と感じている区民の割合　50％以上

【現在の状況】
感じる・どちらかといえば感じるの割合：
33.9％
（平成29年度・区民アンケート結果速報
値）

形成済の全地域活動協議会について、ステージ１及
び２の項目を全て達成

【現在の状況】
・達成：０地域
　未達成：19地域
※ただし、ステージ１については地域課
題の共有・法人格取得や地域公共人材
の意義・監事による監査について達成
できていないが、それ以外の取組につ
いてはほぼ達成できている状況である。
ステージ２についても、同様の状況であ
る。

(ｱ) 自律
的な地域
運営

校区等地域において、様々な活動主体が協働し、そ
の話し合いのもと合意を形成し自ら地域課題の解決
に取り組むなど、地域が自律的に運営されていると感
じている割合　　50％以上

【現在の状況】
皆さんの地域において、自律的な地域
運営に取り組めるようになっていると思
いますか。（問４）
　51.6％

(ｲ) 中間
支援組織
の活用

地域活動協議会が課題やニーズに応じて中間支援
組織から支援を受けていると感じている割合　　50％
以上

【現在の状況】
まちづくりセンター等の支援について満
足していますか。（問１）
　71.2％

区の考え方等

地域活動の担い手の高齢化が進んでおり、当区は大阪市内でも少子高齢化が著しいことから、
積極的に新たな担い手を確保する必要がある。
地域からも担い手不足の声は聞こえてくるが、新たな担い手候補が地域に入っていけるような
環境の整備も今後の課題である。

地域活動を継続して行っていくためにも、地活協補助金だけではなく、地活協自らが収入を得
ていく方法を身につけることが求められる。
また、参加費等のいわゆる受益者負担の意識があまりない地域も見受けられ、最低限の参加費
等に対する地域住民の理解も必要であると感じられる。

大阪市内の中でも高齢者の割合が高く、将来にわたり安定した人口を見込むためにも、地域へ
の子育て世帯の定住化促進等、住みよい魅力あるまちづくりへの取り組みを進める必要があ
る。

各種地域団体やＮＰＯ・企業等、多様な主体と連携・
協働し、地域社会の将来像を共有しながらそれぞれ
の特性を発揮し、地域運営が行われている状態。

【現在の状況】
　・達成状況：概ね７割程度達成
　・説明：ＮＰＯや教育機関等との交流も
徐々に出てきており、今後地域行事等
で自然と連携できるようになるまで支援
を続ける。
また、地域虎の巻作成会議をきっかけと
して、地域の将来像の共有等が進んで
きている。

ア　「自律的
運営に向けた
地域活動協
議会の取組
（イメージ）」

１　地域課題・ニー
ズ等の状況につ
いて

２　当事業によりめ
ざす状態

(1) 中長期の目
標

(2) 平成29年度目標

３　当事業の目標

イ　利用者アンケート調査
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区の考え方等

コミュニティビジネス・ソーシャルビジネスを創業した件
数　　１件以上

【現在の状況】
コミュニティ回収を開始した地活協　２件

―

【現在の状況】

―

【現在の状況】

―

【現在の状況】

各地域において、「地域虎の巻」作成会議を行う。地域それぞれの課題等を見える化し、それら
を元に、地域の将来像を考え、地域内で共有する。地域運営のツールとして活用するだけでは
なく、地域自らが自主的に地域のことを考えるきっかけとする。また、あわせて、現在の地域活動
協議会の運営方法や組織のあり方を見直し、よりよい組織運営につなげる機会とする。

今年度は地域活動協議会設立から５年目という節目であり、現在の状況を地域・区役所・中間
支援組織の三者が一体となって振り返る機会を作り、現状を改めて把握する。その上で、それ
ぞれの地域事情にあった支援を考え、中間支援組織と連携して行う。

地域活動の新たな担い手の確保と育成のために、生野区の最重要課題の一つとしている子育
て支援を軸にした世代間交流事業や外国籍住民が多い当区の特性を活かした多文化交流事
業を実施する等、新たな事業を仕掛けていく。その一方で、担い手等には限界があることから、
今後の地域活動に対する仕分けを促し、事業の選択と集中も進めていく。

地域活動協議会が持続的に活動していけるよう、民間企業等からの助成金の獲得やCB・SBの
取組み等をはじめとした、自主財源の確保に向けて引き続き支援する。

まちづくりに関する交流サロン（まちカフェ）を引き続き開催し、地域の内外から参加者を募り、
最終的には地域活動協議会との交流を進める。
また、当区の外国籍住民が多い特性を活かし、多文化交流事業の実施等、外国籍住民が地域
に関わる機会を作り出す。

情報交換の場を設け、成功事例やモデルケースを動画等を活用しつつわかりやすく紹介し、メ
リットやうまみを見える化し共有化することで、他の地域活動協議会へ広がるような支援を行う。
また、広報の手段として先述した動画等のＩＣＴを活用したものを積極的に行ってきたが、ＩＣＴを
活用した広報は、若年層には情報が届くが、高齢者にはなかなか情報が届かない。そういった
限界も感じていることから、原点に返った口コミや紙媒体の広報についても再考していく。

生野区で地活協が設立されてから丸５年となり、19ある地活協の取組や進捗状況に大きな違い
が出てきている。地域を取り巻く状況はそれぞれ異なっているものの、基本的な組織運営につ
いて不十分な地活協も未だ存在しており、早急に改善していく必要がある。一方で、地域課題
の解決に向け多様な主体が協働して取組を進めている地活協もあり、真の自律に向けた支援
ができるよう支援内容を充実していく必要がある。
また、担い手の高齢化については依然として課題であり、今後若い世代に引き継いでいかなけ
れば、継続安定的な地活協の運営は難しい。新たな担い手を探していくことはもちろん必要で
はあるが、スムースに世代交代ができるよう現在地域活動をしている人が引継ぎの意識を持っ
て地域活動に取り組んでいくことも求められる。
また、人的面以外にも継続安定的に地域活動を行っていくためには、地域活動協議会補助金
以外の財源（民間助成金、CB・SB等）を確保する必要がある。

５　当事業による
支援の方針

６　目標達成に向
けた戦略

ウ　区独自
目標（仕様
書記載）

エ　区独自
目標（協議
により設定）

４　地域活動協議
会の状況につい
ての分析

上記２・３の【現在
の状況】及び評価
資料等を踏まえ分
析
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